チャランケ通信　第72号　2014年7月28日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　「チャランケ通信」一カ月近い不送信期間、お詫びしたい
　実は、先日このチャランケ通信が68号までしか届いていない、という連絡があり、調べてみると一斉通信メールソフトがうまく作動しなくなっていたことが判明しました。いろいろと専門家の知恵をお借りして修正を試みているのですが、7月27日段階では機能が回復できていません。いろいろと検討したのですが、一斉メール送信ソフトの容量が小さく、大量に通信するとパンクしてしまうのではないか、という判断に立ち、今後はBCCにより50~100名ぐらいのブロック別にBCC名簿を管理していくことで進めていく方針を取るに至りました。約１カ月近く、メールを送ることができず、まことに読者には申し訳なく思う次第です。
　今後はBCCで送付します。これまでの未送附ぶんが必要な方は申し出てください。直接、個別にお送りします。
今回、いろいろな関係で、新しくメールリストに加えたり、場合によっては削除したりして大幅に送信数を削減しています。もし、今後送信が必要ない方や、ぜひこの方に送信して欲しい、という方がおられましたら、ご連絡ください。また、69,70,71号がぜひとも読みたい、という方がおられましたらご連絡ください。直接お送りいたします。もっといい方法があれば、と思うのですが、なにせパソコンに関する技術情報が不得手なため、予想以上に難航してしまい、今日に至ってしまいました。お許しください。今後、ますます内容を充実させ、皆様方に愛読していただけるよう努力していくつもりでございます。また、この通信はどなたにでも転送信していただいて結構ですので、どうぞ引き続きよろしくお願いいたします。
またぞろ「年金制度」抜本改革論の登場、
何が問題か(その1)
　先週号でお約束してきた、年金問題についての正しい考え方を広げていく必要性があり、昨今、マスコミなどで披瀝されている年金改革論の問題点を検討していきたい。
　集団的自衛権問題の国会・予算委員会での集中審議について
その前に、7月14日は衆議院で、15日は参議院で、集団的自衛権の閣議決定による憲法解釈の変更問題という、誠に重大な問題の国会論戦がわずか2日間ではあるが、繰り広げられてきた。民主党をはじめとする野党側は、何故閣議決定による憲法解釈を通じて、このような重要な問題についての変更を進めたのか、その原点を徹底的に追及して欲しかった。
その点で、いろいろな資料や論点を読む機会があったのだが、一番しっかりとした問題提起をされていたのが、豊下楢彦前関西学院大学教授の7月9日付「ダイヤモンドオンライン」でのインタビュー記事だったように思う。特に、次の指摘には是非とも安倍総理の答弁を引き出す必要がある点だと痛感している。
それは、今南シナ海でベトナムと中国が領土問題を抱えて対立しているが、もしもベトナムと中国が戦闘状態に突入した場合、安倍首相は5月15日「安保法制懇」が出された時の記者会見で、南シナ海の問題は「他人事ではない」と明言したわけで、ベトナムからの軍事支援を要請してきた場合、断るわけにはいかなくなる。ベトナム支援の軍事支援物資を送るだけで、日本は中国の敵国となり、日中両国は戦争状態に入る。その際、「実は日本には開戦規定も交戦規定もないのです。さらに、戦争をする場合に不可欠の軍法会議も持っていない」ことを指摘され、憲法を改正しない限り集団的自衛権の発動は不可能であることを強調されている。その他、安倍総理が答弁に窮するに違いない論点が満載されている。
民主党は、海江田代表と岡田元副総理が中心となって質問に立ったのだが、安倍総理から民主党の基本的な考え方の不一致を指摘されるなど、十分な反撃ができたとは言えなかったように思う。この問題は、国民にも安倍内閣のやり方に対する不満の声が強くなっており、先週投開票が行われた滋賀県知事選挙で、民主党前代議士三日月大造氏が自民・公明両党の推薦を受けた候補を接戦の末破り当選できた大きな要因の一つとされている。
政治の潮の流れが変わりつつあるようだ、これからが重要に
また、最近におけるマスコミ各紙の世論調査でも、安倍内閣に対する支持率が軒並み50%を割り込んであり、今後の安倍政権の行方には赤信号とまではいかないにしても黄色の信号が点滅し始めたと見ていいだろう。ここ1年半ちかく、経済が比較的順調に展開してきたことから依然として40%台の内閣支持率を維持はしているものの、今後の消費税率の引き上げや、物価の上昇に追いつかない賃金水準の低迷=国内消費の低迷という問題が深刻化してきつつあり、外交安保だけでなく内政問題も、事態は楽観視できる状況にはなさそうだ。
　河野太郎・西沢和彦両氏の月刊『文春』7月号論文について
　さて年金問題であるが、今回取り上げたいと思ったのは『文芸春秋』7月号の巻頭を飾った河野太郎衆議院議員と西沢和彦日本総研上席主任研究員が連名で書かれた「隠蔽された年金破綻　粉飾と欺瞞を暴く」という実に刺激的な表題となっている論文である。お二人が連名で書かれているところを見ると、お二人の見解は一致しているのだろう。
かつて西沢和彦研究員は、民主党がまだ野党であった2007年の秋から翌年の冬にかけて、確か5~6回に分けて年金制度の現状と問題点について、まったく無償で国会議員対象の連続講義をしてもらったことがある。ここから、民主党内の議員との接触も始まり、西沢研究員の理論を支持する方たちも一定程度存在しているようだ。私自身も、大学の後輩ということもあり、いろいろとお話をお聞きすることがあったのだが、以下取り上げる問題点である年金制度の完全一元化や基礎年金の税方式化等については一致できなかった次第である。
年金の完全一元化と基礎年金の税方式化は、おおいに問題だ

　論文の前段では、6月4日に厚生労働省から出された5年に1回実施される年金の「財政検証」について、経済前提の置き方など問題点の指摘があり、5月20日自民党の厚生労働部会に提出された「年金運営の現状」と題する資料の年金未納問題の数値に対する批判が続き、要は現行制度が保証したと言われる「100年安心プラン」(このスローガンは公明党が強調し、政府が発言した事はない)は破綻しているではないか、と主張したいのである。その点については、過去指摘されてきた論点を超えるものは出されておらず、「財政検証」なるものが、不確実な将来を見据えて、政治が為すべき政策でもってどのように課題を乗り越えていけるのか、という重要な機能を果たしていることへの無理解が強く出され、相変わらずの問題指摘の繰り返しが多くなっている。また、最近「定番化している年金の世代間の格差問題」も、学習院大学の鈴木旦教授の説を借りて声高に批判されている。
　そこで、お二人はこのような問題の指摘に対して、どのような抜本的な改革案を提起されているのか、これまた余り変わり映えのしない点なのだが、検討してみたい。

　最初は、基礎年金の消費税方式化への転換である。第二の論点は、厚生年金の2階建て部分について、どうやら賦課方式から積み立て方式への転換を考えているようだ。もちろん、それ以外にも支給開始年齢の引き上げなどの提起もされているのだが、大きくはこの二つに絞って検討していけば良いだろう。

　　国民年金は何故未納・未加入が多いのか
今回は字数の関係で、まず基礎年金財源の消費税化から見てみたい。
　今の制度では、基礎年金の半分は税で賄われているが、半分は保険料である。その保険料を支払わなければ税が支出されないわけで、保険制度が基本になっている。その保険料は、国民年金の場合は定額で基礎年金勘定へ、厚生年金の場合は報酬に比例した保険料率で徴収した中から定額部分を基礎年金勘定へ払い込むことになっている。問題は、定額の国民年金を払わない、払えない人たちが多く、中には低額のため保険料全額免除や4分の1～4分の3減免という手続きを取ることによって、全額ではないが基礎年金を得るべく努力をしている方たちがいる。中には、まったく収めようとしない人たちも出てきており、その数は400万人近くに達している。
申請主義からの脱却、権利としての年金についての理解力向上を
なぜ収めようとしないのか、いろいろな要素があるのだが、国民年金は厚生年金などと違って給与からの天引きではなく、申請主義という法的タテマエにより事務所に出向いて自ら納付手続きをしなければならないわけで、失業やリストラなどによって、権利としての減免制度を十分に活用することができず、どうしても収められない人が出てくる。その結果、年金を全く受け取ることができない無年金者が生まれ、その結果高齢になっても収入が無く、生活保護になる方たちが増えてくる。今後は、申請主義ではなく行政側が積極的に出向いていく姿勢へと転換していくことが必要になる。
基礎年金の消費税による税方式化は問題の解決になるのか
　それでは、基礎年金の保険料を廃止し、すべて消費税で賄うことにより無年金者が出ることを無くしてはどうなのか、という発想が出てくる。かつて民主党内でも、年金制度を完全に一元化し、基礎年金を最低保障年金として全額消費税に転換し、ある所得までは最低保障年金7万円を保証し、徐々に最低保障年金を減額し、ある所得を超すと最低保障年金をゼロにしてしまい、所得に比例した報酬比例部分だけにするという政策を、マニフェストの中心目玉政策として打ち出したことがある。
結果として、この最低保障年金と所得に比例した報酬比例年金の組み合わせによる年金制度の完全一元化案は、政権を獲得した後も引き続き社会保障・税一体改革を検討した民主党内の委員会で種々検討されたのだが、とても国民に対して説明できる代物ではなく、今年(2014年)に入って「ゼロベースで再検討されるに至った」のが実情である。とくに、菅内閣のもとに置かれた社会保障・税一体改革の「成案」の中では、ほとんど棚上げされていたのだが、野田内閣になり「一体改革担当大臣」が与謝野氏から交代するとともに再び登場してきたものの、三党協議の中で事実上の棚上げに持ち込まれていた代物であった。
民主党の年金改革案の問題点、40年先でなければ実現しない
何が問題なのか、一つには民主党の年金改革案法案が通れば、明日にでも最低保障年金7万円を支給できるのではないか、という幻想を国民に振りまいていたことであり、今まで保険料を納めていなかった無年金者や十分な保険料を納めていないため低年金しか受け取れなかった人たちに、7万円の支給がなされれば、これまで苦労して保険料を納めてきた方たちとの間で不公平となり、到底それは実現不可能となる。万が一7万円をすでに受給できている年金受給者にも上積みをするとなると、必要となる消費税率は膨大になり、到底支払えなくなることは必至である。
　とすれば、この最低保障年金を権利として実現するまでには、20歳の方が60歳になるまでの40年間かかることに成るわけで、今存在している無年金者や低年金者を救うことにはあまりにも時間がかかってしまう。その点について、民主党内でこの問題を審議していた会合の責任者をしていた仙谷元官房長官が、「40年先ではパンチ力に欠けるな」という発言をされたことが印象的であった。
　最低保障年金7万円はどの階層の方たちまで支給されるのか
　もう一つの問題としては、先ほども指摘した点なのだが、一体どのくらいの所得以下なら満額の最低保障年金がもらえ、それが完全にもらえなくなる所得はいくら以上になるのか、という点である。
　この点について、民主党は野党時代にはポンチエで済ませていたのだが、さすがに政権を担当していた時代には4つのケースを想定して色々と計算をしてきた。現在の基礎年金へ投入している税(約12兆円)を最低保障年金にすれば、あまりにも低所得者だけに絞らざるを得なくなり、現在厚生年金を受給している大部分の方たちの年金水準の切り下げとなってしまい、到底納得されないことが明らかになった。多くの年金受給者に満足が行くように最低保障年金を手厚く支給すると、今度は必要とする財源が大きく膨れ上がり、消費税の更なる引き上げという難問に遭遇し実現が困難になるわけで、結局責任を持った数値は提起されないまま今日に至って「ゼロベースの見直し」にならざるを得なかったのである。
　厚生年金から基礎年金勘定に拠出している企業負担分3.5兆円が消費税に置き換わる分、国民の負担が増えるだけなのだ
　今の基礎年金には厚生年金加入者のばあい、企業からの負担分が入っており、2008年段階ではその負担総額は約3,5兆円に達していた。その3.5兆円を無くしてしまうわけで、その分増税か支給額を減額する以外にない。民主党の改革案は、かくして財源の面でフィージビリティに欠け、到底国民から納得されないものでしかなかったことが明白になってしまったのだ。

　この点については、小生が2009年7月10日付の産経新聞の「金曜闘論」というコラム欄で、慶應義塾大学の権丈善一教授と一緒に「社会保障財源どうする？」というテーマで登場し、あまり違いの少ない「闘論」（？！）に成ってはいるものの、政権交代直前に財源問題の不十分性を指摘しているので興味のある方は参考にしてほしい。
　さらに、この点については第一次安倍内閣の時、2007年7月の参議院選挙を前にした党首討論の場で、当時の小沢民主党代表と安倍総理や太田公明党代表らとの間で興味深いやり取りが繰り広げられた。その中で安倍総理や太田代表は、民主党の年金問題について財源問題と共に「一体最低保障年金がどのくらいの所得になったら減額され始め、いくらになったらもらえなくなるのか」と問い詰めている。
　小沢代表時代の発言、年間600万円から逓減し1,200万円で無くなる最低保障年金とは?　
　これに対して、小沢代表は「年間1,200万円超の方々は、自らの所得比例の分で以て23万円以上の給付を受けられる」ので、最低保障年金は支給されないと明言され、さらに、記者クラブからの質問で「1,200万でバタンと切るというわけではありません。600万円前後のところからなだらかに行くという形になるだろうと思っております」とも答えており、600万円から逓減しはじめ、1200万円で完全に最低保障年金は支給されないとされていた。だが、この1200万円とか600万円という数値は何なのか、収入なのか、課税所得なのか、標準報酬月額の年換算分(標準報酬月額は上限があり、1200万円までいかない)なのか、全く不明なのだ。
　政権交代後の4つのパターンでは、その点は明確にしていたようだが、最終的な姿は結果として正式に提案されることなく「幻の民主党年金抜本改革案」になってしまったのだ。このようになった責任は一体誰が取るべきなのか、一向に明らかにされていない。「ミスター年金」(?)とか、いろいろな方たちがこの方式を提示してきたわけで、是非ともその間の経緯を明確にし国民にその責任を含めて説明して欲しいものだ。

　少し長くなってしまったので、後の論点は次回以降に譲りたい。年金問題については、言うべきことは実に多いのだ。
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